
令和８年度予算執行方針 

 

【本市を取り巻く状況】 

国においては、「強い経済」を実現する予算として、こども・子育て支援、ＧＸ、

ＡＩ・半導体といった複数年度で計画的に取り組んでいる重要施策を引き続き推進

するものとしています。 

本市の令和８年度当初予算は、子育て・教育や高齢者福祉等において、市民ニー

ズや社会情勢の変化に対応し、各種施策にバランスよく取り組むとともに、計画的

に進めている道路・公園整備等についても着実に実施することで、引き続き、将来

を見据えたまちづくりを積極的に推進していくものとします。その他、水道料金に

係る基本料金の上昇分を６か月間減免するなど、物価高対策を実施していきます。 

一般会計は、普通建設事業を計画的に進めていく中で、事業費が昨年度より減少

したことなどから、過去最大であった令和７年度に次ぐ予算規模となりました。歳

出については、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費）が前年度予算と比較して、

約１６億円、率にして５％増加し、歳出全体の４６．４％を占めており、今後も増

加するものと見込まれます。一方で歳入については、市税収入は給与所得の増加な

どにより堅調に推移すると見込んでいますが、中東情勢の先行きによっては、税収

に大きな影響が出る可能性があり、引き続き、社会情勢を注視する必要があります。 

したがって、職員全体で事業の見直し等によるコスト縮減、新たな財源の確保な

ど、財政健全化の取組をより一層推進していく必要があります。本市の状況を職員

一人ひとりが認識し、引き続き、市民サービスの更なる向上と持続可能なまちづく

りを推進するため、次に掲げる事項に留意の上、効率的で効果的な予算の執行をお

願いします。 

 

【留意事項】 

（１）予算は貴重な税金等により賄われていることを自覚し、執行に当たっては

積算を明確にすること。 

（２）経常経費が増加傾向であることを常に意識しながら、必要性や費用対効果

を見極めるとともに、内容や規模等についても十分な検証を行い、次回の予

算編成時のスクラップに努めること。 



（３）予算が議会の議決により成立していることを常に念頭に置き、地方自治法

や刈谷市予算決算会計規則等の関係法令に則り、厳正かつ適正な執行に努め

ること。 

（４）最少の経費で最大の効果が得られるよう、柔軟かつ斬新な発想のもとで新

たな挑戦を行っていくとともに、kintoneやChatGPT等の活用、他自治体のデ

ジタル化による業務改善事例等も参考に積極的にＤＸの推進を図り、市民サ

ービスの「品質」や「生産性」を向上させること。 

（５）予算執行時に事業内容の変更等が必要となった場合は、必ず事前に財務課

財政係（以下「財政係」という。）に相談すること。 

また、入札差金等については、他の事業等に流用することなく、不用額と

し、残金を活用する場合は、必要性や根拠等を対外的にも説明できるよう精

査した上で、必ず事前に財政係に相談すること。 

（６）国・県等における制度改正等の動向に細心の注意と積極的な情報収集に努

め、財政係ほか関連部署との情報共有を図ること。 

（７）各事業において、国・県等の補助制度の運用実態を十分に把握し、事業の

組立てや執行方法の工夫等により積極的な活用に努めること。 

また、補助金等の特定財源が減額される見通しとなった場合は、速やかに

財政係に報告し、原則として当該事業は執行停止とすること。ただし、やむ

を得ない理由により事業を継続する場合及び収入時期等に重大な変更が生じ

た場合は、他の財源（市債等）について、財政係と調整すること。 

 （８）国・県の補正予算等により、市が実施主体となる補助事業を実施すると思

われる情報や動向（実態調査等）を把握した場合は、速やかに財政係との情

報共有を図り、近隣自治体の動向や既に実施している自治体に係る情報収集

を行うこと。 

（９）１者による随意契約は、理由を明確にし、仕様書、設計書を十分精査する

とともに、競争入札等の可能性を検討すること。 

（１０）事業の年度内完了に努めるとともに、やむを得ない理由により、年度内

に事業が終わらない見込みのものは、事前に財政係に報告し、３月補正予算

の締切日までに繰越明許の手続をとること。 

（１１）各所属長は、財務会計システムの「所属別事業別歳出一覧表」等により、



各事業の執行状況及びその見通しを定期的に把握すること。 

 （１２）工事の施工時期の平準化や事業計画の見直し等に伴い、必要となる事業

に係る予算については、事前に財政係に相談の上、補正予算による対応を積

極的に検討すること。この場合において、当該事業に係る次年度の当初予算

編成に当たっては、当該補正予算による対応分を除いた規模とすること。 

（１３）公共工事設計労務単価、設計業務委託等技術者単価又は建築保全業務労

務単価の見直しなどにより、委託や工事に係る経費の増額が見込まれるため、

執行状況に留意すること。 

（１４）議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和

３９年条例第１６号）の規定に該当する契約等を行う場合は、議決に向けた

事務手続等を確認して、予算要求や契約事務等を適切に行うこと。 


